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平成 24 年度事業実績報告 

（平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日） 

平成24年度事業計画に則り、介護老人保健施設がケアの質の向上をはかり、地域の社会資源としての

役割を果たしていくことができるよう、各種教育研修事業を実施したほか、平成 24年 4月介護報酬およ

び診療報酬の同時改定後の対応や平成27年介護報酬改定にむけて、各種調査研究事業の実施、迅速・適

確な情報伝達を図るべく IT 事業の展開等による広報活動を行った。 

当期中における主要事業の概要は、以下のとおりである。なお、事業詳細は、機関誌『老健』平成 24

年 3 月号～平成 25 年 4 月号において「協会の活動」及び「芝公園だより」等に掲載した。 

1 会議 

(1) 社員総会 

定款の規定に基づき定時社員総会を 1 回、臨時社員総会を 2 回開催し、付議された案件を審議、

可決承認した。議決案件等の概要は次のとおりである。 

① 第１回定時社員総会

・開催の日時 平成 24 年 6 月 29 日（金）14：00～17：00 

東京都港区芝公園 3-3-1 

東京プリンスホテル 2 階「マグノリアホール」 

・社員数 97 名 

・出席社員数 91 名 合計 97 名 

・欠席社員数 6 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 23 年度事業実績報告書案について 

第 2 号議案 平成 23 年度収支決算案について 

第 3 号議案 次期（第 2 期）役員選任について 

報 告 事 項 (1)介護報酬改定等について 

(2)第 23 回全国介護老人保健施設大会 美ら沖縄について 

(3)第 24 回全国介護老人保健施設大会 石川 in 金沢について 

(4)平成 24 年 5 月 31 日現在加入状況について 

(5)代議員、支部及びブロック一覧について 

② 第 1 回臨時社員総会

・開催の日時 平成 24 年 9 月 7 日（金）16：00～17：00 

東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 3 階「蘭菊の間」 

・社員数 97 名 

・出席社員数 14 名 合計 97 名 

・書面表決社員数 83 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 学識理事 2 名の追加選任について 
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③ 第 2 回臨時社員総会 

・開催の日時 平成 25 年 3 月 8 日（金）16：00～18：00 

 東京都港区高輪 3-13-3 

ＴＫＰガーデンシティ品川 1 階「ボールルームイースト」 

・社員数 97 名 

・出席社員数 73 名     合計 97 名 

・欠席社員数 2 名 

・書面表決社員数 22 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 25 年度事業計画案について 

第 2 号議案 平成 25 年度収支予算案について 

第 3 号議案 平成 24 年度事業計画の一部変更案について 

第 4 号議案  平成 24 年度収支補正予算案について 

第 5 号議案  会費規程の一部改正ついて 

報 告 事 項 (1)定款施行規程の見直しについて 

(2)介護報酬改定等について 

(3)第 24 回全国介護老人保健施設大会 石川 in 金沢について 

(4)第 25 回全国介護老人保健施設大会 岩手について 

(5)平成 25 年 1 月 31 日現在加入状況について 

(6)各都道府県支部一覧及び代議員名簿について 

(2) 理事会 

定款の規定に基づき定例理事会を 2回、臨時理事会を 5回開催し、社員総会に付議すべき事項等に

ついて審議、可決承認した。審議案件の概要は次のとおりである。 

①  平成 24 年度第 1 回臨時理事会（書面による決議の省略） 

・開催の日時   平成 24 年 4 月 20 日(金) 【理事会の議決があったものとみなす日】 

・理事の現在数 25 名 

・出席者数 25 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 選挙管理委員会の設置及び委員について 

② 平成 24 年度第 1 回定例理事会 

・開催の日時      平成 24 年 6 月 7 日（木）16:00～18:00 

 東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 3 階「桜の間」 

・理事の現在数 27 名 

・出席者数 22 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 23 年度事業報告案について 

第 2 号議案 平成 23 年度収支決算案について 
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第 3 号議案 第 1 回定時社員総会の開催について 

第 4 号議案 次期（第 2 期）役員選任について 

第 5 号議案 会計監査人について 

第 6 号議案 諸規程等の制定について 

第 7 号議案 業務報告について 

第 8 号議案 新規入会申込者(平成 24 年 3 月 1 日～平成 24 年 5 月 31 日)について 

第 9 号議案 会員変更申請者(平成 24 年 3 月 1 日～平成 24 年 5 月 31 日)について 

承 認 案 件 実地研修指定施設について 

報 告 事 項 (1)介護報酬改定等について 

(2)第 23 回全国介護老人保健施設大会 美ら沖縄について 

(3)退会者について 

(4)平成 24 年 4 月 30 日現在加入状況 

(5)代議員、支部及びブロック一覧 

③ 平成 24 年度第 2 回臨時理事会 

・開催の日時 平成 24 年 6 月 29 日（金） 17：30～18：00 

 東京都港区芝公園 3-3-1 

東京プリンスホテル 11 階「末広」 

・理事の現在数 25 名 

・出席者数 22 名  

・議決案件等 

第 1 号議案 会長の選定について 

第 2 号議案 副会長、常務理事等の選定について 

報 告 事 項  就任承諾書について 

④ 平成 24 年度第 3 回臨時理事会 

・開催の日時     平成 24 年 8 月 10 日（金）16:00～17:00 

 東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 4 階「芙蓉の間」 

・理事の現在数 27 名 

・出席者数 15 名  

・議決案件等 

第 1 号議案 学識理事 2 名の追加選任について 

第 2 号議案 平成 24 年度第 1 回臨時社員総会の開催について 

第 3 号議案  平成 24 年度第 4 回臨時理事会の開催について 

第 4 号議案  顧問・参与の選任について 

第 5 号議案  委員会の設置及び委員の承認について 

第 6 号議案  新規入会申込者(平成 24 年 6 月 1 日～平成 24 年 7 月 31 日)について 

第 7 号議案  会員変更申請者(平成 24 年 6 月 1 日～平成 24 年 7 月 31 日)について 

報 告 事 項  (1)退会者(平成 24 年 6 月 1 日～平成 24 年 7 月 31 日)について 

       (2)平成 24 年 7 月 31 日現在加入状況 
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⑤ 平成 24 年度第 4 回臨時理事会

・開催の日時 平成 24 年 9 月 7 日（金）17:00～18:00 

東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 3 階「蘭菊の間」 

・理事の現在数 27 名 

・出席者数 18 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 学識理事 2 名の追加選任について 

承 認 案 件  実地研修指定施設について 

報 告 事 項  (1)平成 25 年度概算要求に向けての要望について 

(2)平成 25 年度税制改正要望書について 

⑥ 平成 24 年度第 5 回臨時理事会

・開催の日時 平成 24 年 12 月 7 日（金）16:00～18:00 

東京都港区芝 2-20-12 

友愛会館 9 階「中ホール」 

・理事の現在数 27 名 

・出席者数 22 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 24 年度事業計画の一部変更案について 

第 2 号議案 平成 24 年度収支補正予算案について 

第 3 号議案 委員会部会員の承認について 

第 4 号議案 諸規程等の制定について 

第 5 号議案 業務報告について 

第 6 号議案 新規入会申込者(平成 24 年 8 月 1 日～平成 24 年 10 月 31 日)について 

第 7 号議案 会員変更申請者(平成 24 年 8 月 1 日～平成 24 年 10 月 31 日)について 

当 日 案 件  老人保健施設管理医師研修制度（仮称）の創設について 

報 告 事 項  (1)退会者について 

(2)消費税の対応等について 

(3)ワークショップの開催について 

(4)定款施行規程の見直しについて 

(5)平成 24 年 10 月 31 日現在加入状況 

(6)全国老人保健施設連盟より報告 

⑦ 平成 24 年度第 2 回定例理事会

・開催の日時 平成 25 年 2 月 8 日（金）16:00～18:00 

東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 4 階「芙蓉の間」 

・理事の現在数 27 名 

・出席者数 19 名 

・議決案件等 
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第 1 号議案 平成 25 年度事業計画案について 

第 2 号議案 平成 25 年度収支予算案について 

第 3 号議案 平成 24 年度第 2 回臨時社員総会の開催について 

第 4 号議案 会費規程の一部改正について 

第 5 号議案 新規入会申込者(平成 24 年 11 月 1 日～平成 24 年 12 月 31 日)について 

第 6 号議案 会員変更申請者(平成 24 年 11 月 1 日～平成 24 年 12 月 31 日)について 

承 認 案 件 実地研修指定施設について 

報 告 事 項 (1)定款施行規程の見直しについて 

(2)業務報告について 

(3)老人保健施設管理医師研修制度（仮称）について 

(4)Ｒ４システムについて 

(5)退会者について 

(6)平成 24 年 12 月 31 日現在加入状況 

 (3) 支部長会 

年度中に 1 回開催し、平成 24 年度介護報酬改定の説明を行ったほか、各支部からの要望事項等、

意見交換を行った。 

 (4) 正副会長会 

年度中に 16 回開催し、次期介護報酬改定に向けての対応、新規事業等、当会事業の細目に関する

事項について検討を行った。 

 (5) 常務理事会 

年度中に 13 回開催し、各委員会活動の内容の協議、次期介護報酬改定に向けての対応等、その他

事業計画の執行について検討を行った。 

(6) 支部事務担当者会 

年度中に 1 回開催し、平成 24 年度介護報酬改定の説明を行ったほか､公益社団法人として必要な各

種事務連絡を伝達し各支部の要望について意見交換を行う等、協会本部と支部事務局との連絡を密に

し、事業運営に生かした。 

 

2 大会事業 

第 23 回全国介護老人保健施設大会 美
ちゅ

ら沖縄
うちなぁ

は、全国老人保健施設協会沖縄県支部長平良直樹氏を大

会会長とし、平成 24 年 10 月 3 日～5 日の 3 日間にわたり、沖縄県宜野湾市内の沖縄コンベンションセ

ンター、ラグナガーデンホテル、カルチャーリゾートフェストーネ等において、「命
ぬち

どぅ宝
たから

 ～老健が

担う地域包括ケア～」をテーマに、4,055 名の参加者を得、ポスターセッションを含む 1,255 演題の発表

を行ったほか、10 月 3 日には「認知症」、「ケアマネジメント実践講座」、「リハビリテーション」、「摂食・

嚥下・栄養」の 4 つの研修会と、第 6 回公益社団法人全国老人保健施設協会医療研究会を同時開催した。

また例年どおり大会期間中に福祉・医療機器展を併行開催した。 

・第 1 日目 10 月 3 日（水） 

 午後 第 6 回公益社団法人全国老人保健施設協会医療研究会 107 名 

  研修会 ・認知症 225 名 

   ・ケアマネジメント実践講座 112 名 
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   ・リハビリテーション 180 名 

   ・摂食・嚥下・栄養 148 名 

・第 2 日目 10 月 4 日（木） 

 午前 開会式（厚生労働大臣表彰、協会表彰、演題発表優秀奨励賞表彰含む） 

  特別講演Ⅰ 「介護報酬改定と医療・介護連携について」 

   厚生労働省大臣官房審議官 西藤 公司 

 午後 特別講演Ⅱ 「キラリと輝く老健施設を目指して！ ～被災地での経験を踏まえて～」 

   公益社団法人全国老人保健施設協会会長 木川田 典彌 

  教育講演Ⅰ 「こころに寄り添うケア ～死とどう向き合うか～」 

   上智大学名誉教授 アルフォンス・デーケン 

  シンポジウムⅠ 「必要とされるリハビリテーション 

～そこにはリハビリ 3 職種の共同からはじまる～」 

研究発表（ポスターセッション含む）、懇親会、共催ランチョンセミナー、福祉・医療   

機器展 

・第 3 日目 10 月 5 日（金） 

 午前 文化講演 「日々の生活に笑いを見い出す」 

   うちなー噺家 藤木 勇人 

  教育講演Ⅱ 「認知症の人と家族を支える」 

   独立行政法人国立長寿医療研究センター内科総合診療部長 遠藤 英俊 

  シンポジウムⅡ 「福寿社会の建設 ～沖縄からの発信～」 

  公開記念講演 「人生を変えるひらめき脳 ～文化や芸術に親しむことの効能～」 

   脳科学者 茂木 健一郎 

  研究発表（ポスターセッション含む）、共催ランチョンセミナー、福祉・医療機器展 

  閉会式 

なお、本大会は以下の後援を得て行われた。 

厚生労働省、沖縄県、那覇市、宜野湾市、石垣市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、豊見城市、

うるま市、宮古島市、南城市、国頭村、大宜味村、東村、今帰仁村、本部町、恩納村、宜野座村、嘉手

納町、北谷町、北中城村、中城村、西原町、与那原町、南風原町、渡嘉敷村、南大東村、北大東村、久

米島町、多良間村、竹富町、与那国町、(社)日本医師会、(社福)全国社会福祉協議会、（独法）福祉医療

機構、(一社)日本病院会、(公社)日本精神科病院協会、(社)日本医療法人協会、(社)全日本病院協会、(公

社)全国国民健康保険診療施設協議会、(公社)全国老人福祉施設協議会、(一社)日本リハビリテーション

病院・施設協会、(一社)日本慢性期医療協会、(公社)日本認知症グループホーム協会、(一社)全国個室ユ

ニット型施設推進協議会、(公社)日本看護協会、(公社)日本栄養士会、(公社)日本医療社会福祉協会、(公

社)日本理学療法士協会、(一社)日本作業療法士協会、(社)日本社会福祉士会、(一社)シルバーサービス

振興会、(公社)認知症の人と家族の会、(一社)日本摂食・嚥下リハビリテーション学会、(社)日本介護福

祉士会、(一社)日本言語聴覚士協会、(一社)日本介護支援専門員協会、全国地域包括・在宅介護支援セ

ンター協議会、全国老人デイ・ケア連絡協議会、特定非営利活動法人日本介護経営学会、全国老人保健

施設連盟、(社)沖縄県医師会、(公社)沖縄県看護協会、(社)沖縄県介護福祉士会、(一社)沖縄県介護支援

専門員協会、(公社)沖縄県栄養士会、(一社)沖縄県言語聴覚士会、(社)沖縄県作業療法士会、(社)沖縄県
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理学療法士会、(一社)沖縄県社会福祉士会、(社)中部地区医師会、(一社)浦添市医師会、(社)那覇市医師

会、(社)南部地区医師会、琉球新報、沖縄タイムス、NHK 沖縄放送局、沖縄テレビ放送、琉球放送、

琉球朝日放送、エフエム沖縄、ラジオ沖縄 

 

3 教育事業 

介護老人保健施設におけるサービスの質の維持・向上をはかり利用者及びその家族に良質なサービス

を提供することを目的として、理念教育・専門性の向上・職員のスキルアップそして施設の安定経営等

に資する情報提供を含めた各種研修事業を実施した。 

(1) 職員基礎研修事業 

介護老人保健施設職員等に必須の基礎的知識及び理念の修得を目的として、施設勤務 2 年未満の

職員等を対象に実施した。 

回数・開催地 実施期間 会場 受講者数 

第 1 回 東京都 平成 24 年 5 月 24 日(木)～25 日(金) TOC 有明 103 名 

第 2 回 大阪府 平成 24 年 8 月  6 日(月)～ 7 日(火) ホテル大阪ベイタワー 186 名 

第 3 回 福岡県 平成 25 年 1 月 16 日(水)～17 日(木) 福岡国際会議場 121 名 

全 3 回 計 410 名 

(2) 実地研修事業 

実技修得を目的とする研修を2コース設定し、Aコース(基礎実技修得コース)は、原則介護老人保

健施設勤務 1年以上の職員を、Bコース(専門実技修得コース)は、原則介護老人保健施設勤務2年以

上の職員を対象に実施した。 

コース 施設数 回数 受講者数 

Ａコース(基礎実技修得コース) 47 62 367 名 

Ｂコース(専門実技修得コース) 68 87 450 名 

計 115 149 817 名 

※1 施設で複数のコースを実施した施設は、それぞれのコースをカウントしている。 

(3) 管理者(職)研修事業(独立行政法人福祉医療機構 後援) 

管理者(職)としての基礎知識、行政の動向及び経営上の留意点等について理解を深めることを目

的として、施設の管理者(職)及び開設予定者等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

福岡県 平成 24 年 7 月 19 日(木) 福岡国際会議場 171 名 

(4) 中堅職員研修事業 

講義とテーマ別のグループディスカッションにより、中堅クラスの職員としてのスキルアップを

目的として、施設勤務 5 年程度の職員等を対象に実施した。 

回数・開催地 実施期間 会場 受講者数 

第 1 回 東京都 平成 24 年 5 月 24 日(木)～25 日(金) TOC 有明 92 名 

第 2 回 大阪府 平成 24 年 8 月  6 日(月)～ 7 日(火) ホテル大阪ベイタワー 161 名 

第 3 回 福岡県 平成 25 年 1 月 16 日(水)～17 日(木) 福岡国際会議場 112 名 

全 3 回 計 365 名 

(5) ケアマネジメント実践講座 

「新全老健版ケアマネジメント方式～R4 システム～」を活用したケアプランの策定と評価に必要

となる視点・知識・技術を修得することを目的として、施設職員等を対象に実施した。 
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回数・開催地 実施期間 会場 受講者数 

第 1 回 東京都 平成 24 年 6 月  2 日(土) 東京ビッグサイト 86 名 

第 2 回 福岡県 平成 24 年 7 月 19 日(木) 福岡国際会議場 62 名 

第 3 回 大阪府 平成 25 年 2 月  1 日(金) 大阪国際会議場 114 名 

全 3 回 計 262 名 

(6) リハビリテーション研修事業 

介護老人保健施設におけるリハビリテーションについて必要な知識を修得することを目的として、

施設職員等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

福岡県 平成 25 年 3 月 6 日(水)～ 7 日(木) ヒルトン福岡シーホーク 102 名 

(7) 医師研修事業 

介護老人保健施設における医師の役割等について理解を深めることを目的として、医師を対象に

実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 24 年 9 月 3 日(月)～ 4 日(火) TOC 有明 81 名 

(8) 認知症ケア研修事業 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算等を算定するために必須となる認知症の概念、診断

と、認知症短期集中リハビリテーションのアセスメントや適切なプログラム等について習熟するこ

とを目的として、医師を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 24 年 6 月  2 日(土) 東京ビッグサイト 205 名 

大阪府 平成 24 年 10 月 27 日(土) ホテル大阪ベイタワー 153 名 

全 2 回 計 358 名 

(9) 看護職員研修事業 

介護老人保健施設の中で看護職員が果たすべき役割等について理解を深めることを目的として、

看護職員等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 24 年 9 月 3 日(月)～ 4 日(火) TOC 有明 98 名 

(10) 通所リハビリテーション研修事業 

介護老人保健施設における通所リハビリテーションの役割や連携等について理解を深めることを

目的として、施設職員等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

大阪府 平成 24 年 10 月 26 日(金) ホテル大阪ベイタワー 136 名 

東京都 平成 24 年 12 月 20 日(木) TFT ビル 189 名 

全 2 回 計 325 名 

(11) 介護老人保健施設経営セミナー事業(独立行政法人福祉医療機構主催「介護老人保健施設経営セミ

ナー」への共催) 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 24 年 11 月 2 日(金) 全社協・灘尾ホール 262 名 
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(12) 平成 24 年度北欧・欧州高齢者医療・福祉研修団（一般社団法人全国公私病院連盟への企画協力） 

ヨーロッパにおける医療と介護の関係、社会保障、高齢者対策の現状等、視察し研鑽をはかるこ

とを目的とした研修について（一社）全国公私病院連盟の企画に協力した。 

訪問地 実施期間 参加者数 

デンマーク、スペイン、フランス 平成24年10月8日(月)～18日(木) 3 名 

4 制度対策事業 

平成24年度介護報酬改定の影響等を踏まえ、その対応を中心に以下の事業を行った。 

(1） 関連情報の提供等 

介護老人保健施設関連通知・通達類をはじめ、社会保障審議会(厚生労働省)資料、全国介護保険

担当課長会議(厚生労働省)資料、「介護保険最新情報」等を、役員、支部長、代議員、各都道府県支

部、都道府県支部介護保険担当者に、ホームページ、メールマガジン、機関誌『老健』等の媒体を

通じて周知を図った。 

特に、社会保障審議会介護給付費分科会の審議概要をはじめ、平成24年度介護報酬改定に関する

介護老人保健施設関連事項については、随時メールマガジンの速報等で情報提供を行った。 

なお、ITを用いた情報提供については、7 広報出版事業(2)(3)(4) において報告したとおりであ

る。 

(2) 関係資料の発行 

各種資料を発行し、会員施設に配布等を行った。具体的には、7 広報出版事業(5)において報告

したとおりである。 

(3) 関連調査等 

平成24年度介護報酬改定の影響等を把握するため、介護老人保健施設の経営実態、利用者の状況、

介護従事者等の処遇状況等のデータを収集した。具体的には、6 調査研究事業(6)(7)(8)(9)におい

て報告したとおりである。 

(4) 介護老人保健施設のあり方に関する各種要望等 

平成24年度介護報酬改定の影響等を踏まえ、介護老人保健施設を取り巻く課題について整理を行

ない、介護老人保健施設の現状に関するデータを多角的に収集し分析を行い、各種要望書を提出し

た。 

さらに、当会の要望事項について広く国政に反映させるため、政党との意見交換会を行う等、全

国老人保健施設連盟の協力も得て各種活動を展開した。 

5 認定資格制度事業 

(1）認知症ケア研修事業 

  3 教育事業（8）認知症ケア研修事業において報告したとおりである。 

(2） リスクマネジャー資格認定事業 

介護老人保健施設において発生するリスクを包括して把握し対応する目的で、リスクマネジャー

資格の受験資格取得に向けた「リスクマネジャー養成講座」を開催した。 
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リスクマネジャー養成講座 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東日本会場 
Ⅰ期 平成 24 年 11 月 12 日(月)～14 日(水) 

フクラシア浜松町 
98 名 

Ⅱ期 平成 25 年 2 月 18 日(月)～20 日(水) 97 名 

西日本会場 
Ⅰ期 平成 24 年 11 月 5 日(月)～7 日(水) 

KKRホテル博多 
65 名 

Ⅱ期 平成 25 年 2 月 4 日(月)～6 日(水) 65 名 

 

6 調査研究事業 

（1）介護保険制度と介護老人保健施設のあり方に関する調査研究事業 

平成 24 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）を受け、各事業に研究班

を設置し、下記の事業を実施した。 

①介護老人保健施設における在宅復帰・在宅療養支援を支える医療のあり方に関する調査研究事業 

本事業は、次の主要項目(1)地域医療連携 (2)施設内医療費 (3)要介護高齢者の医療費 (4)在宅

復帰率の高い施設の医療について、「施設基本調査」に加え「入所者個別調査」を実施し、詳細な

実態把握を行った。 

②生活期リハビリテーションによる効果判定のための評価表の作成とその試行に関する調査研究事

業 

生活期リハビリテーションによる生活機能の変化を評価するための項目を整理し、これらを踏ま

え、全体的なリハビリテーション効果（心身の機能、ADL・IADL、社会参加、くらしぶりなど）を

判定する評価表（R4 システムにおける ICF ステージング）を作成し、介護老人保健施設入所リハビ

リテーション、通所リハビリテーション等で評価表の有用性について検討した。 

③介護老人保健施設における協力歯科医療機関等との連携状況に応じた口腔関連サービスの提供実

態に関する調査研究事業 

   介護老人保健施設における口腔・嚥下障害を持った利用者について、多職種による介入効果や歯

科医療機関との連携状況等を検証する目的で、介入調査（対照群を設定したクロスオーバー試験）

および施設調査等を実施し、老健施設における栄養状態や口腔状態を維持向上させる「質の高いケ

アの提供」の要因について考察を取りまとめた。 

④通所リハビリテーションにおける認知症短期集中リハビリテーションの有用性に関する調査研究

事業 

介護老人保健施設の通所リハビリテーションにおいて、認知症短期集中リハビリテーションの在

宅における介護負担軽減効果について検証し、その有用性を検討した。あわせて、通所リハビリテ

ーション以外のサービス併用の実態を調査することによって地域連携の様子を探り、認知症に相応

しいケアのあり方も検討した。 

⑤介護老人保健施設における災害支援体制整備と災害派遣ケアチーム JCAT による人材育成等に関

する調査研究事業 

 災害時における全国の介護老人保健施設の取り組みの実態および各都道府県の状況について実態

調査を行った。また、集合研修を実施して災害への備えの意識の醸成を図るとともに、今後の

JCAT の進め方について検討した。 

⑥介護老人保健施設における新ケアマネジメント方式（R4 方式）の在宅復帰率・回転率への影響に

関する調査研究事業 
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   R4システムの導入状況と導入することによる在宅復帰率や回転率への影響等を把握することを目

的に実態調査を実施し、その要因及び今後の課題等について検討した。また、さらに地域との連携

や多職種との情報共有を円滑に進めるために、R4システムの通所リハビリ版についても検討した。 

(2) モバイルデイケア（巡回型リハビリテーション）事業 

平成 24 年度独立行政法人福祉医療機構助成を受け、委員会を設置し事業を実施した。東日本大震

災によって、長期化する避難生活を余儀なくされている被災要介護者の生活機能等の維持・向上・

改善に加え、閉じこもり予防・認知症予防等を図ることを目的に、昨年度に引き続き被災地域（岩

手県、宮城県、福島県）の仮設住宅地域内の集会所に介護老人保健施設職員が出向き、リハビリテ

ーション等提供する事業を行った。 

(3) 業務マニュアル見直し等のための研究事業 

電子媒体による業務マニュアル『より良きケアを提供するための老健施設ハンドブック』（旧 介

護老人保健施設職員ハンドブック）をＷeb 上へ公開した。 

(4) 介護老人保健施設におけるインフルエンザ様疾患の状況に関する調査 

平成24年11月、正会員施設を対象に平成24年11月～平成25年3月におけるインフルエンザ様疾患

について、入所者・通所者・職員へアンケート調査を実施した。 

(5) 介護職員の保有資格及び資格取得に関する意向調査 

平成 25年 2月、正会員施設を対象に「社会福祉士及び介護福祉士法」の改正による影響について、

介護職員の保有資格、実務者研修に関する施設意向調査を実施した。 

(6) 介護老人保健施設の建物・器械等の保守・買換え等の状況に関する緊急調査 

過去 3年間の新規開設施設と建物の増改築や設備･機器の更新があった施設を対象に、消費税取扱

いの見直し要望に関する基礎データとするため実態調査を実施した。 

(7) 平成 24 年 4 月介護報酬改定関連加算算定状況等に関する実態調査 

平成 24 年度介護報酬改定による介護老人保健施設経営等への影響について実態を把握する目的

で、平成 24 年 4 月末現在の正会員施設を対象に、悉皆調査を実施した。 

(8) 平成 24 年介護老人保健施設の現状と地域特性等に関する調査 

平成 16 年度からデータを蓄積している会計年度ごとの収支状況について、平成 23 年度収支デー

タを収集するとともに、施設特性や地域特性等の現場に基づくデータを収集する目的で、平成 24

年 11 月末現在の正会員施設を対象に、悉皆調査を実施した。 

(9) 介護老人保健施設における従事者等に関する調査 

国が実施した「介護従事者処遇状況等調査」と同じデータを収集・分析し、介護老人保健施設に

対する適正な評価を獲得することを目的として、平成 24 年 11 月末現在の正会員施設を対象に、悉

皆調査を実施した。 

７ 広報出版事業 

(1) 機関誌『老健』の刊行 

機関誌『老健』を12回定期刊行し、当会会員施設をはじめ、厚生労働省、都道府県ならびに政令

指定都市介護保険担当主管課、関係諸団体、公立等図書館、リハビリ専門職養成校、主要マスコミ、

個人購読者等へ配布し、介護保険制度および介護老人保健施設に関連する情報を提供するとともに、

当会の活動に関する広報活動を行った。(総発行部数142,530部) 
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各号の特集および主要企画等は以下のとおり。 

・平成24年4月号 進めよう口腔ケア 

・平成24年5月号 介護報酬改定説明会開く 

・平成24年6月号 老健施設のリハビリテーション機能 

・平成24年7月号 利用者の満足度を高める工夫 

・平成24年8月号 第1回定時社員総会を開催 

・平成24年9月号 地域包括ケアと老健施設／さらに認知症短期集中リハビリを 

・平成24年10月号 在宅復帰をめざす老健施設 

・平成24年11月号 医師研修会を開催／看護職員研修会開く 

・平成24年12月号 第23回全国介護老人保健施設大会 美ら沖縄 

・平成25年1月号 新春対談「“キラリと輝く老健施設”の年に」／リスクマネジャー養成講座 

・平成25年2月号 認知症高齢者を地域で支える老健施設 

・平成25年3月号 老健施設2025ビジョンワークショップ 

(2) ニュースペーパーの発行 

情報の周知を目的に、機関誌『老健』の刊行に先立って、おもな掲載記事をデジタル配信する『老

健』ニュースペーパーの配信を毎月1回行った。 

(3) メールマガジンの配信 

平成15年1月から配信を行なっているメールマガジン＜e-roken(イー・ローケン)＞を、合計82回

配信し、当会ホームページ、会員専用ホームページと連動して迅速な情報提供を行った。 

メールマガジンの配信状況は以下のとおり。 

・定期配信版＜e-roken (イー・ローケン)＞ 計24回配信(第186号～第209号) 

・速報版＜e-roken flash(イー・ローケン・フラッシュ)＞ 計58回配信 

(4) インターネットホームページを活用した広報活動 

当会ホームページ上に介護老人保健施設や当会活動に関する最新情報を随時掲載し、一般に向け

た広報を行った。また、当会ホームページならびに会員専用ホームページ上に社会保障審議会(厚

生労働省)等資料・レポートやその他会員向け情報を掲載し、迅速かつ正確に情報提供を行った。 

また、機関誌『老健』バックナンバーについては会員がインターネットで閲覧できるように随時

デジタル化をすすめた。 

(5) その他の出版物の刊行 

当会の広報及び介護老人保健施設の運営、教育等に資する目的で、以下の出版物等を編集・発行

した。 

・『平成24年版介護白書 地域ケアの中で“キラリと輝く介護老人保健施設”であるために』(平成

24年10月刊) 

・『協会の概要 全老健』(平成24年10月改定) 

・『介護老人保健施設他科受診の手引き 平成24年4月版』（平成24年6月刊） 

・『全老健版 平成24年度介護報酬改定資料集Ⅱ』(平成24年4月刊) 

・『より良きケアを提供するための老健施設ハンドブック(電子書籍)』(平成24年11月公開) 
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8 IT関連事業 

全国大会発表演題登録システム（UMIN：University Hospital Medical Information Network）を、

第23回全国介護老人保健施設大会 美ら沖縄で活用し、引き続き第24回全国介護老人保健施設大会 石川

in金沢でも活用するため、円滑な演題登録・管理を行えるよう準備をした。 

また、全老健ホームページ、会員専用ホームページ等に関して、サイトのリニューアル及びサーバー

の移設準備を行った。 

なお、上記以外のIT関連事業については、6 調査研究事業(3)、7 広報出版事業(2)(3)(4)において報告

したとおりである。 

 

9 老健施設人材確保・育成対策事業 

前年度に引き続き、「求人情報サイト」及び「携帯求人情報サイト」の運営を行ったほか、当該サイ

トのリニューアルの準備を行った。また、人材不足問題の対応については、11 常設委員会事業(2)④で

報告したとおりである。 

 

10 安全推進事業 

4 月ならびに 10 月を安全推進月間とし、事故防止ポスター(誤嚥・窒息の防止)を配布、施設における

事故防止の周知・啓発を行った。その他、介護老人保健施設における事故発生防止の周知・啓発を目的

として、施設職員を対象とした以下の「安全推進セミナー」を開催した。 

①基礎研修（実務経験 2 年未満の施設職員等を対象） 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 24 年 6 月 1 日(金) 砂防会館 別館 201 名 

②ひやりはっと分析及び苦情対応入門（介護老人保健施設勤務 5 年以上の施設職員対象） 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 24 年 9 月 13 日(木)～14 日(金) 品川フロントビル 137 名 

 

11 常設委員会事業 

(1) 総務・企画委員会 

総務・企画委員会に 2 つの部会を設置し、以下の事業を行った。 

①総務部会 

(ｱ) 平成 23 年度事業報告案・収支決算案の検討 

平成 23 年度事業の終了に伴い、塩原、山田両監事による監査を受け、理事会、社員総会に諮

る平成 23 年度事業報告書・収支決算書について検討し、報告原案を作成した。 

(ｲ)  平成 24 年度事業計画の一部変更案・収支補正予算案に関する検討 

平成24年度収支決算の確定、平成24年度国庫補助金及び独立行政法人福祉医療機構助成金の

確定により、平成 24 年度事業計画の一部変更及び収支補正予算案の検討を行い、原案を作成し

た。 

(ｳ) 平成 25 年度事業計画案・収支予算案に関する検討 

事業増による支出の増加や制度改正等に対応する積立金の準備、経費節減等の対応をし、予算

編成の見直しを行い、当会の適切な運営を図る観点から所要の検討を行い、原案を作成した。 
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(ｴ) 諸規程の検討 

   公益社団法人への移行に伴い、諸規程の見直しを行い、原案を作成した。 

(ｵ) 税制改正要望に関する検討 

         税制改正要望原案を検討した。 

(ｶ) 加入促進に関する検討 

         加入促進に伴う会費規程の改正について検討した。 

②大会検討部会 

   大会開催規程、演題規程の見直しの他、全国大会のあり方について検討を行った。 

この他、当委員会所掌の公益社団法人全国老人保健施設協会医療研究会では、第 23 回沖縄大会にお

いて第 6 回老健医療研究会を同時開催したほか、今後の老健医療研究会の在り方について検討を行っ

た。 

(2) 管理運営委員会 

管理運営委員会に 4 つの部会を設置し、以下の事業を行った。 

①安全推進部会（平成 24 年 4 月〜平成 25 年 3 月） 

施設における安全推進に資する目的で、以下の事業を実施した。また、研修委員会と連携し 

部会に関連する講義を担当した。 

(ｱ) リスクマネジャー資格について 

5 認定資格制度事業(2)で報告したとおりである。 

(ｲ) 施設安全対策について 

10 安全推進事業において報告したとおりである。 

②防災・災害対策部会（平成 24 年 4 月〜6 月） 

防災・災害対策部会を｢介護老人保健施設における災害支援体制整備と災害派遣ケアチーム

JCAT による人材育成等に関する調査研究事業班｣と改組し、引き続き JCAT 等について検討し

た。具体的には 6 研究調査事業(1)⑤で報告のとおりである。 

③ケアマネジメント部会（平成 24 年 7 月〜平成 25 年 3 月） 

6 調査研究事業(1)⑥で報告したとおり、「介護老人保健施設における新ケアマネジメント方式

（R4 方式）の在宅復帰率・回転率への影響に関する調査研究事業」を実施したほか、研修委員

会と連携して部会に関連する講義を担当した。 

④人材問題対策部会（平成 24 年 7 月〜平成 25 年 3 月） 

介護職の人材不足問題に関する現状や課題、今後の対策等について検討した。 

 (3) 研修委員会 

研修委員会に 2 つの部会を設置し、以下の事業を行った。 

①研修委員会および研修推進部会 

2 大会事業および 3 教育事業の各種研修会を実施した。本件については、3 教育事業にお

いて報告したとおりである。また、6 調査研究事業(5)を実施した。 

②大会推進部会 

第23回沖縄大会の優秀奨励演題の選定及び、第26回大会の開催ブロックの検討を行ったほか、

第 23 回沖縄大会から第 25 回岩手大会までの準備状況等の確認を行った。 
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(4) 学術委員会 

研修委員会と連携し、研修会において関連する講義を担当した。また、6 調査研究事業(1)および

14 老健施設 2025 ビジョンワークショップに協力し、6 調査研究事業(3)(4)を実施した。 

 (5) 介護保険制度・報酬委員会及び社会保障制度委員会 

①介護保険制度・報酬委員会（平成 24 年 4 月〜6 月） 

介護保険制度・報酬委員会に作業部会を設置し、以下の事業を行った。 

(ｱ)作業部会 

4 制度対策事業に資するため、各種調査の実施、調査データ分析を行ったほか、介護保険関

連情報の提供、関連資料の発行について随時検討を行った。具体的には、4 制度対策事業

(1)(2)(3)(4)、6 調査研究事業(7)、7 広報出版事業(1)(3)(4)(5)において報告したとおりである。 

②社会保障制度委員会（平成 24 年 7 月〜平成 25 年 3 月） 

介護保険制度・報酬委員会を社会保障制度委員会と改組し、関連団体からの委員を含む委員会

構成により、現在の社会保障システムの課題や今後の介護老人保健施設のあり方等について検討

した。 

また、社会保障制度委員会に 2 つの部会を設置し、以下の活動を行った。さらに、研修委員会と

連携し、管理者（職）研修会等において関連する講義を担当した。 

(ｱ)報酬部会 

4 制度対策事業に資するため、各種調査の実施、調査データ分析等を行ったほか、介護保

険関連情報の提供等について随時検討を行った。 

具体的には、4 制度対策事業(1)(2)(3)(4)、6 調査研究事業(6)(8)(9)、7 広報出版事業

(1)(3)(4)において報告したとおりである。 

(ｲ)消費税対策部会 

医療分野における消費税問題の議論の推移を踏まえ、介護老人保健施設における消費税の取

り扱いについて検討した。 

 (6) 名誉・倫理諮問会議 

厚生労働大臣表彰被表彰者の推薦および全国老人保健施設協会表彰の審査を行った。 

 (7) 学術倫理委員会 

当会が行う臨床研究・疫学研究等について、申請があった研究について審査を行った。 

(8) 広報情報委員会 

(ｱ) 機関誌『老健』の刊行 

特集やインタビュー対象者の選定等の企画及び誌面調整、新規連載等について検討し、適宜実

施したほか、介護老人保健施設をとりまく諸問題について、迅速かつわかりやすさを念頭に置

いた情報提供を行った。なお、具体的には、7 広報出版事業(1)において報告したとおりであ

る。 

(ｲ) インターネット、ホームページ等を活用した広報・情報提供 

当会ホームページ及び会員専用ホームページの利便性向上のためのリニューアル等について検

討を行い、大規模リニューアルに向けての準備を行った。なお、具体的には、7 広報出版事業

(2)(4)において報告したとおりである 
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(ｳ) メールマガジンの配信 

メールマガジン＜e-roken（イー・ローケン）＞の配信項目等の企画検討を行った。なお、具体

的には、7 広報出版事業(3)において報告したとおりである。 

(ｴ) その他の出版物の編集、発行 

7 広報出版事業(5)において報告したとおりである。 

12 高齢者ケア懇話会 

老健施設が国民に正しく理解され、また地域の社会資源として適切に利用されるため、広く学識経

験者・マスコミ関係者等の参集を求め、老健施設及び本協会の活動についての意見を頂戴し、これを

本協会の活動に生かすことを目的として、関係団体・マスコミ及び有識者等との懇話会を開催した。 

 

13 東日本大震災の対応 

東日本大震災において被災した施設の状況把握及び義援金募集、義援金の配布、関係省庁への報

告・要望等を行った。また、災害派遣ケアチーム JCAT については、6 調査研究事業(1)⑤および 11 

常設委員会事業(2)②で報告したとおりである。 

 

14 老健施設 2025 ビジョンワークショップ 

地域包括ケアシステムにおいて老健が地域ケアの中核施設となれるよう、今後の介護老人保健施設の

将来像について議論するため、平成 25 年 1 月 15 日(火)～16 日(水)TOC 有明（東京都江東区）において

開催した。 

当日は、役員・支部長・代議員を中心に会員 99 名が参加し、ワークショップ形式にて今後の老健施

設の方向性について活発な議論を行った。 

   基調講演 「地域包括ケアシステム構築と老健施設への期待」 

慶應義塾大学大学院 教授 田中 滋 

   ワークショップ 1 

特別講演Ⅰ 「利用者の個別特性、そして変化をどのようにとらえるのか」 

～介護サービスの質評価の視点から～ 

産業医科大学 教授 松田 晋哉 

   特別講演Ⅱ 「老人保健施設への期待」 

厚生労働省老健局老人保健課長 迫井 正深 

ワークショップ 2 

  

15 正会員の加入動向 

平成 24 年度末における正会員数は 3,498 名である。なお、当会設立時より今年度末までの年間加入

数及び各年度末正会員数は次表のとおりである。 

 年度中入会正会員数 年度中退会等正会員数 年度末正会員数 

平成 1 年度   １７６名 

平成 2 年度 １４４名  ３２０名 

平成 3 年度 １４３名  ４６３名 

平成 4 年度 １５２名  ６１５名 

平成 5 年度 １７５名  ７９０名 
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平成 6 年度 １９３名 ９８３名 

平成 7 年度 ２０８名 １，１９１名 

平成 8 年度 ３２２名 １，５１３名 

平成 9 年度 ２８９名 １，８０２名 

平成 10 年度 ３３３名 ３名 ２，１３２名 

平成 11 年度 ２３７名 ２名 ２，３６７名 

平成 12 年度 ２２７名 ３名 ２，５９１名 

平成 13 年度 １０６名 １名 ２，６９６名 

平成 14 年度 ９７名 ３名 ２，７９０名 

平成 15 年度 １１９名 ２名 ２，９０７名 

平成 16 年度 １１７名 ５名 ３，０１９名 

平成 17 年度 １３７名 ３名 ３，１５３名 

平成 18 年度 ９１名 ５名 ３，２３９名 

平成 19 年度 ５９名 １１名 ３，２８７名 

平成 20 年度 ４７名 １３名 ３，３２１名 

平成 21 年度 ４３名 ４名 ３，３６０名 

平成 22 年度 ３８名 ７名 ３，３９１名 

平成 23 年度 ５１名 ６名 ３，４３６名 

平成 24 年度 ７２名 １０名 ３，４９８名 


